
子育て支援策の拡充を求める意見書 

 

日本の合計特殊出生率は、平成17年の1.26という数値からは持ち直したもの

の、ここ数年は1.4をわずかに超える水準で停滞しており、この低さが将来的

な「地方消滅」、さらには「日本消滅」とさえも言われる将来推計のもととな

っています。 

一方で、平成26年度には、全国で保育所を利用する児童の数は約226万人に

達しましたが、子どもの医療費や保育料、教育費などの経済的負担に対する保

護者の不満や負担感は大きく、希望の人数の子ども（私たちの調査では３人以

上を望む声が多くあります。）を持てない理由の一つになっています 。 

子どもを希望する人数だけ持てないもう一つの理由は、仕事と育児の両立を

妨げている社会環境にあります。妊娠、出産、育児によって仕事が続けられな

い、あるいは、キャリアを継続できないことが、出産をあきらめる要因になっ

ており、若い世代の低賃金の改善、男女共の育児休業の取得や短時間労働を選

べる職場環境の整備、３歳未満児の保育の充実などが必要です。 

政府は、働きながら子育てをする保護者の要望に応えるため、また、子ども

たちが安心して育つことができる社会を実現するために、保育所や学童保育の

量の拡大や質の充実に向けて十分な財源を確保し、地域の子育て支援の拡充を

進めるとともに、子ども一人一人の状態や年齢に応じた適切な支援を行うこと

ができる環境の整備を行うべきです。 

以上のことから、国においては、子育てしやすい社会環境を整え、少子化に

よる日本社会の人口減少傾向を改善するため、また、将来地域を支えることに

なる若年層をしっかりと育成していくために、下記の措置を講じることによ

り、子育て支援策を拡充するよう強く求めます。  

 

記 

 



１ 中学生以下の子どもの医療機関の窓口における医療費が完全に無料になる

よう、ペナルティの廃止などの制度改正を行うこと。 

２ 妊娠、出産、保育、教育など、子育てに関する予算を増額し、保育料や教

育費など、子育てに関する負担を大幅に軽減すること。 

３ ひとり親と共働き世帯の家庭を支援するため、次に掲げる事項を推進する

ことにより仕事と育児の両立を社会的に支援する体制を作ること。 

（１）保育所、認定こども園、学童保育などの拡充 

（２）育児休業制度、また育児休業後にかかわらずキャリアを継続できる制

度など、妊娠、出産、育児の際の法制度の充実と職場環境の改善 

（３）社会全体で子どもを育てる意識の醸成 

４ 病児保育、病後児保育、長時間保育、未満児保育など、多様な保育の提供

を支援すること。  

５ 質の高い幼児教育や保育等を実現するため、保護者の事情や地域の実情に

対応することのできる仕組みを整えるとともに、職員の処遇や配置基準の改

善等を進めること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  
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